
地方分権改革以降の社会経済情勢の変化と地方行政を巡る主な取組について
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社会経済情勢

行政改革

東日本大震災 地震、集中豪雨、大雪など災害の激甚化

総人口のピーク 加速的な人口減少

集中改革プラン
（H17～H21）
・厳しい財政状況を背景
とした簡素で効率的な
行政の実現

自主的・主体的な行革の推進（H22～）

地方行政サービス改革の推進（H27～）

デジタル技術を活用したBPRの推進（R2～）

実施主体の多様化

地方独立行政法人制度（H15～）

指定管理者制度（H15～）

システム標準化（R3～）

地方行革への強い要請

地方分権一括法（H12）
・基礎自治体優先の原則と
国・都道府県の補完的役割

地方分権

新型コロナウィルス感染症の世界的流行

第２次分権改革（H18～H26）
・分野横断的な義務付け・枠付けの見直しや
権限移譲の実現

提案募集方式（H26～）
・権限移譲から規制緩和に重点が移行
（R6提案件数の９９．３％が規制緩和に関する提案）

地方分権の理念の追求

平成の合併（H11～H22）
・手厚い財政措置(H11～H17）と国・都道府県の積極的な関与(H17～)

デジタルを中心とした
課題解決

広域連携による
課題解決

広域連携 定住自立圏構想（H20～）

消防の広域化推進
（H18消防組織法改正)

水道事業の広域化推進
（H30水道法改正)

郵政民営化

独立行政法人制度創設

中央省庁再編 道路公団民営化

三位一体の改革

・活用可能業務の拡大

地方公共団体情報システム機構設立（H26～）

地方税共同機構設立（H31～）

マイナンバー制度・マイナンバーカード（H27～）

連携中枢都市圏構想（H26～）

・幅広い分野で定着

・役割の拡大

・役割の拡大

デジタル庁発足

・利活用の拡大

・圏域数の増加・定着

・圏域数の増加・定着

デジタル

バブル崩壊後の経済不況

フロントヤード改革（R５～）

参考資料１


